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救命講習会の中に自動体外除細動（ＡＥＤ）の取り入れによりなお一層の救命率が向上する。（人口の２割である
２万人を早期に達成したい。）

継続

コメント

コメント

今後も救命率向上のために、「応急手当の普及啓発活動実施細
部計画」に基づき、人口の２割（２万人）の早期実現を目標と
する。

多くの市民に参加を啓発し、市民の救急に対する認識の周知を図られたい。

今後の方向性

今後の方向性

継続★★★★

平成17年度

継続

応急手当の普及啓発活動（普通救命・上級救命講習会）
延べ回数４４３回、延べ人員８，８４６人（６０回）

改革により予
想される成果

災害時の被災者等に、なお一層の救命率の向上が図れる。

平成19年度か
らの対応

普通救命講習会Ⅰ(３時間）と普通救命講習会Ⅱ（４時間）を４月から３月まで毎月第２水曜日に計画的な実施をす
る。上級救命講習会（８時間）は７月・２月の第３水曜日に計画的な実施をする。指定された講習以外の受講は、
講習日を調整し普通救命講習会及び上級救命講習会を計画外として実施する。

平成20年度以
降の対応

普通救命講習会Ⅰ（３時間）と普通救命講習会Ⅱ（４時間）を４月から３月まで毎月第２水曜日に計画的に実施を
する。上級救命講習会（８時間）は７月・２月の第３水曜日に計画的に実施をする。指定された講習日以外の受講
は、講習日を調整し普通救命講習会及び上級救命講習会を計画外として実施する。

一次評価

平成16年度
応急手当の普及啓発活動（普通救命・上級救命講習会）
延べ回数３８３回、延べ人員７，６９５人（５２回）

平成18年度

●評価指標

●事務事業の評価

事務事業名
所  管

手　段
（どのようなや

り方で）

事務事業の背
景・住民の意向

成　果
（どのような状
態にしたいか）

対　象
（誰・何を）

整理番号 25304-000

消防本部　御殿場消防署

救命講習事業

政　策 2-5-3　消防・救急体制の充実

●事務事業の位置付け

期間

基本計画におけ
る位置付け

基本政策

根拠法令・要綱等 応急手当の普及啓発活動の推進に関する要綱

2-5-3　消防・救急体制の充実関連
政策

応急手当の普及啓発活動（普通救命・上級救命講習会）
延べ回数５１０回、延べ人員１０，０９９人（６７回）

事務事業実績

一般市民・各種団体・中学生等

●事務事業の実績・投入コスト

一般市民への広報として、市・町広報紙や同報無線放送、救急の日の街頭広報活動等を実施し、新規に事業所等を
対象に受講者を増やしていきたい。

見直し改善の
経過

年度

2-5　　防災体制の充実

●事務事業の内容

心肺停止状態等の傷病者が発生した場合にそばにいる人（住民等）が、救急隊の現場到着するまで、講習会で取得
した適切な応急手当をいち早く実施することにより、救命率の向上に結びつけたい。

2-5-3　消防・救急体制の充実

普通救命講習会Ⅰ（３時間）と普通救命講習会Ⅱ（４時間）及び上級救命講習（８時間）を実施することにより、
講習会を受講された方が救急隊の実施している救急業務に対し理解を示してくれています。

応急手当の普及啓発
目　的

（何のために）

観点別・一次評価（担当部署の評価）

二次評価（行政評価委員会の評価）

●改革プラン

二次評価 ☆☆☆

★★★★

★★★
★★★観点別評価
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受講者一人あたりコスト（円）
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